
第 7期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 

市の介護保険料引き上げか？ 
 根室市はこのほど、平成 30年度から 32年度までの 3か年を計画期間とする「第 7期根室

市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」案をまとめました。計画策定の背景と趣旨とし

て、団塊の世代が 75歳以上となる 2025年を見据え、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮

らせるための施策を総合的・計画的に実施する、としています。 
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根
室
市
の
高
齢
化
の
動
向 

 

介
護
保
険
制
度
が
ス
タ
ー

ト

し

た

平

成

１２

年

に

は

１７
・
７
％
だ
っ
た
根
室
市
の

高
齢
化
率
は
、
平
成
２９
年
１

月
１
日
現
在
で
３１
・
５
％
に

達
し
て
お
り
、
『
第
７
期
計

画
』
の
最
終
年
と
な
る
平
成

３２
年
に
は
３３
・
８
％
に
な
る

と
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。
『
計

画
』
で
は
、「
今
後
の
高
齢
社

会
に
お
い
て
は
、
自
立
し
た 

高
齢
者
が
、
健
康
を
保
ち
続

け
、
い
き
い
き
と
自
ら
の
生
き

が
い
を
持
っ
て
地
域
と
関
わ

り
を
も
ち
、
豊
富
な
人
生
経
験

を
も
と
に
地
域
社
会
を
共
に

支
え
合
う
こ
と
が
で
き
る
よ

う
な
ま
ち
づ
く
り
が
求
め
ら

れ
て
い
ま
す
」
と
し
て
い
ま

す
。 

 
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
深

化
と
地
域
共
生
社
会
の
実
現 

『
計
画
』
に
よ
る
と
、
地
域
包

括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築
に

向
け
て
「
こ
れ
ま
で
も
地
域
包

括
支
援
セ
ン
タ
ー
が
中
心
と

な
り
、
高
齢
者
が
、
身
近
な
地

域
で
介
護
サ
ー
ビ
ス
な
ど
を

円
滑
に
利
用
で
き
る
仕
組
み

づ
く
り
の
推
進
、
住
み
慣
れ
た

地
域
で
安
心
し
て
生
活
を
続

け
ら
れ
る
よ
う
な
施
策
の
展

開
、
医
師
会
や
歯
科
医
師
会
、

薬
剤
師
会
、
介
護
保
険
事
業
者

等
の
関
係
団
体
と
の
連
携
」
な

ど
行
っ
て
き
ま
し
た
が
、
「
人

口
構
造
の
変
化
や
家
族
構
成 
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の
変
化
、
市
民
の
価
値
観
の

多
様
化
や
意
識
の
変
化
、
医

療
・
介
護
ニ
ー
ズ
の
高
ま
り

な
ど
に
よ
り
、
乗
り
越
え
る

べ
き
課
題
も
さ
ら
に
増
し
て

い
く
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
」

と
し
て
い
ま
す
。 

 

課
題
の
克
服
の
た
め
に
、

『
計
画
』
で
は
「
市
、
医
療
・

介
護
の
関
係
者
、
高
齢
者
と

い
っ
た
個
々
の
視
点
に
と
ま

ら
ず
、
互
い
に
緊
密
な
連

携
・
協
力
関
係
を
築
き
、
本

市
の
様
々
な
地
域
資
源
を
活

か
し
て
、
市
全
体
で
地
域
包

括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
を
推
進
す

る
た
め
の
取
り
組
み
を
広

げ
、
継
続
し
、
積
み
重
ね
る

こ
と
が
必
要
」
と
述
べ
て
い

ま
す
。 

 

こ
の
こ
と
か
ら
第
７
期
計

画
は
、
第
５
期
か
ら
開
始
さ

れ
た
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ

ム
の
実
現
に
向
け
て
の
方
向

性
を
継
承
し
て
い
く
も
の
と

し
て
策
定
さ
れ
て
い
ま
す
。 

 
介
護
保
険
料
の
考
え
方 

 

第
７
期
の
介
護
保
険
料

は
、
・
７
期
か
ら
１
号
被
保
険

者
の
保
険
料
の
負
担
割
合
が

２２
％
か
ら
２３
％
に
変
更
、
・

介
護
保
険
事
業
運
営
基
金
の

残
高
２
億
５
千
万
円
か
ら
１

億
４
千
５
百
万
円
を
取
り
崩

し
、 

し
、
被
保
険
者
の
吠
え
権
料

負
担
を
軽
減
、
・
介
護
保
険
料

の
所
得
段
階
は
６
期
と
同
じ

９
段
階
、
・
段
階
別
の
保
険
料

率
は
６
期
計
画
と
同
率
、
等

に
よ
り
、
基
準
額
を
月
額
４

千
３
百
円
（
２
百
円
増
）
と

し
て
い
ま
す
。 

 

国
庫
負
担
引
き
上
げ
で
安
心

で
き
る
制
度
に
―
―
日
本
共

産
党
の
政
策
よ
り 

 

現
在
の
介
護
保
険
は
、
サ

ー
ビ
ス
の
利
用
が
増
え
た

り
、
介
護
職
の
労
働
条
件
を

改
善
す
れ
ば
、
た
だ
ち
に
保

険
料
・
利
用
料
の
負
担
増
に

跳
ね
返
る
と
い
う
根
本
矛
盾

を
か
か
え
て
い
ま
す
。
厚
労

省
の
見
通
し
に
よ
れ
ば
、
給

付
削
減
の
改
悪
が
こ
れ
だ
け

繰
り
返
さ
れ
る
も
と
で
も
、

現
在
、
全
国
平
均
で
月
５
千

３
百
円
で
あ
る
６５
歳
以
上
の

介
護
保
険
料
は
、
７
年
後
に

は
月
８
千
２
百
円
に
ま
で
引

き
あ
が
り
ま
す
。
保
険
料
・

利
用
料
の
高
騰
を
抑
え
な
が

ら
、
制
度
の
充
実
や
基
盤
の

拡
充
を
図
り
、
本
当
に
持
続

可
能
な
制
度
と
す
る
に
は
、

公
費
負
担
の
割
合
を
大
幅
に

増
や
す
し
か
あ
り
ま
せ
ん
。 

 

日
本
共
産
党
は
、
介
護
保

険
の
国
庫
負
担
割
合
を
た
だ

ち
に 

ち
に
１０
％
引
き
上
げ
、
将
来

的
に
は
、
国
庫
負
担
５０
％
（
公

費
負
担
７５
％
）
に
引
き
上
げ

る
こ
と
を
提
案
し
ま
す
。
そ

の
財
源
は
、
国
民
生
活
に
も

日
本
経
済
に
も
大
打
撃
と
な

る
消
費
税
で
は
な
く
、
①
富

裕
層
や
大
企
業
へ
の
優
遇
を

あ
ら
た
め
る
税
制
改
革
、
②

国
民
の
所
得
を
増
や
す
経
済

改
革
―
と
い
う
「
消
費
税
と

は
別
の
道
」
で
確
保
し
ま
す
。 

 

こ
う
し
た
公
的
介
護
制
度

へ
の
国
庫
負
担
の
引
き
上
げ

と
合
わ
せ
、
６５
歳
以
上
の
介

護
保
険
料
を
全
国
単
一
の
所

得
に
応
じ
た
定
率
制
に
あ
ら

た
め
る
、
要
介
護
認
定
や
利

用
限
度
額
な
ど
機
械
的
な
利

用
制
限
の
仕
組
み
を
撤
廃
し

て
、
現
場
の
専
門
家
の
判
断

で
適
正
な
介
護
を
提
供
す
る

仕
組
み
に
転
換
す
る
な
ど
、

制
度
の
根
本
的
改
革
を
進
め

て
い
き
ま
す
。 

 

『
第
７
期
計
画
』
へ
の
皆
さ
ん
の

ご
意
見
を
お
寄
せ
く
だ
さ
い 

 

計
画
案
は
、
市
の
Ｈ
Ｐ
ほ

か
介
護
福
祉
課
窓
口
な
ど
で

閲
覧
で
き
ま
す
。
３
月
１
日

ま
で
意
見
募
集
し
て
い
ま

す
。
ま
た
、
党
議
員
団
へ
も
、

ぜ
ひ
ご
意
見
を
お
寄
せ
く
だ

さ
い
。 

 


